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健幸ポイントカードと貸与される歩数計

本市の進めるワーク・ライフ・
バランスを社会に発信
　　市役所での取り組みを市内
に浸透させることが、ワーク・
ライフ・バランス推進のカギと
なるのでは。
　　男性も女性も子育てしなが
ら働きやすい環境づくりに、岡
山市役所が率先して取り組んで
いることを積極的に発信するこ
とで、社会全体の空気をつくり、
地域をけん引する役割を果たす
と考えている。
　平成27年２月の指定都市市
長会シンポジウムでも、横浜市
長、仙台市長と女性が活躍でき
る環境整備について議論した。
　この取り組みを市内に限らず
大きなうねりにし、それがまた
本市に返ってくることを期待し
たい。
マイナンバー制度の実施で
市民生活の利便性向上へ
　　予定どおり実施できるのか。
また、どのような分野で行政サ
ービスが受けられるのか。
　　社会保障や税制度の公平、
公正な社会の実現や市民の利便
性の向上等を目的とするマイナ
ンバー制度は、平成27年10月
に法施行が予定され、国民への
個人番号の通知が開始される。
28年１月にはコンビニ交付等
に利用できる個人番号カードを
区役所等の窓口で交付する。
　年金、雇用保険の資格取得、
所得税の確定申告など市民に身
近な行政手続を中心に個人番号
の利用が開始され、これらの手

35人の議員が行った質問の中から、いくつかを取り上げて要旨を掲載個 人 質 問

続きに必要だった住民票等の添
付書類が省略できる。災害分野
では、被災者台帳の作成に関す
る事務等への利用が考えられる。
行政サービスをコンビニでも
　　今後、コンビニでどのよう
な行政サービスが受けられるよ
うになるのか。
　　平成26年７月から国民健
康保険料の納付に対応し、28
年１月からは市税の納付もでき
るように準備を進めている。
　また、社会保障・税番号制度
の導入を契機に、現在自動交付
機で取得できる住民票の写しや
印鑑証明書に加え、戸籍等も視
野に入れ、各種証明書のコンビ
ニ交付実施を検討している。
行方不明の認知症高齢者の
緊急保護とメール配信事業
　　徘徊高齢者に対する施策は。
　　本市の認知症高齢者は現在
２万人だが、平成37年には約
３万人に達する見込みで、徘徊
により身元不明のまま警察に保
護されるケースが増えることも
懸念されている。
　そのため、27年２月から、
保護された高齢者を老人福祉施
設で一時保護する「緊急一時保
護事業」を開始した。また、県
内で行方不明になった高齢者の
情報については、市域を超えた
広域エリアで活用できるよう、
県内各市町村に連絡担当窓口を
設けている。今後は、行方不明
となった高齢者の情報を行政や
地域の関係者にメール配信し、
早期発見につなげる「認知症

ＳＯＳネットワーク事業（仮
称）」を27年度中に開始する。
重点的に取り組む歯科口腔対策
　　今後の具体的な支援は。
　　平成26年度から「入所介
護施設等における口腔ケアの導
入支援事業」等を行っており、
さらに27年度からは「妊婦・
パートナーへの歯科健診事業」
や「障害者（児）の歯科治療実
地研修事業」等を予定している。
健幸ポイントで
市民の健康寿命を延伸
　　「健幸ポイントプロジェク
ト」に期待する効果は。
　　歩く、運動するという日常
的な健康づくりにポイントを付
与し、参加者の健康を定期的に
チェックして運動効果を検証す
る内容で、多くの市民に健康づ
くりへの関心を高めてもらうこ
とを目的としている。運動習慣
のない人も多数参加しており、
一定の効果は得られているので
はないかと考えている。この事
業に多くの市民が参加し、歩い
たり運動する
輪が広がるこ
とで、健康寿
命の延伸につ
ながっていく
ことを期待し
ている。

全員の個人質問は市議会ホームページのインターネット議会中継で配信しています。

景観を生かして
魅力あるまちづくり
　　岡山禁酒会館の隣地を、城
下周辺の魅力づくりに利活用し
ては。
　　本市の歴史や文化を生かし
た魅力あるまちづくりは必要で
あり、西手櫓という文化財も多
くの人に身近に感じてもらえる
ことが大切だと考えている。
　当該土地は民間事業者の所有
であり、本市が土地の利活用を
検討する場合、景観のみならず
歴史や文化、経済面等のさまざ
まな観点からの議論も十分踏ま
えることが必要だと考えている。
　現在、市民による景観保全を
目的に買い上げを行う動きもあ
り、総合的に研究していきたい。
大型商業施設開業後
平和橋付近の歩行者増
　　岡山駅南に新たなにぎわい
と交流の場が生まれたことにつ
いて、市長の率直な感想は。
　　県庁通りの西川に架かる平
和橋付近での歩行者数は、イオ
ンモール開業前と比べて平日で
1.8倍、休日では2.4倍に増加
するなど、駅前からの人の流れ
に一定の回遊性が見られる。し
かし、柳川筋と県庁通りが交差
する郵便局前の交差点付近では
歩行者数の変化が見られないこ

となどから、イオン
モールからの人の流
れはまだ強いとは言
えず、回遊性を伴う
ものになっていない
と感じている。
　今後はこの機会を
捉えて、回遊性の向
上に弾みがつくよう
にぎわいづくりをは
じめとする必要な施

策を実施していきたい。
同じ生活圏域で
公共施設などを相互に利用
　　広域連携の施策と課題は。
　　本市と津山市とは幹線道路
や鉄道網などで結ばれ、また、
玉野市や吉備中央町とは市域が
近接した同じ生活圏域である。
こうしたことから、公共交通や
産業施策、公共施設の相互利用
などに取り組むことができるの
ではないかと考えており、地域
の実情や特性を生かした具体的
取り組みを実施していくことが
効果的・効率的と考えている。
　また、津山市、玉野市との３
市共同の連携についても同様の
視点を持って検討し、地域の活
性化に役立つ施策を展開してい
きたい。
政策パッケージで
新規施策に取り組む
　　中心市街地活性化政策パッ
ケージには、新たな視点に基づ
く大胆な新規施策を盛り込んで、
できるだけ立体的な政策とすべ
きでは。
　　歴史まちづくり回遊社会実
験の成果に基づく新たなにぎわ
い創出を図るために「（仮称）
岡山国際現代芸術祭」の開催に
向けて取り組むほか、岡山城周
辺の歴史・文化を生かした回遊

性のさらなる向上を図るために
国等との連携で「旭川かわまち
づくり事業」を実施する。さら
に、岡山大学などに至るエリア
まで人の流れを生み出すために
「ももちゃり」を岡山駅西口エ
リアへ拡充するなど、新規施策
にも取り組む。引き続き各種施
策を検証しながら、さらに充実
した政策に取り組んでいく。
吉備線ＬＲＴ化は
スピード感を持って検討
　　構想後12年を経ても、まだ
計画段階だが、どう考えるか。
　　平成26年１月に市長とＪ
Ｒ西日本社長が直接会談し、５
月には総社市長とも話し合った。
８月には、この三者で会談を行
い、検討のための体制や今後の
スケジュールなどを確認した。
その後、２回の検討会議で、コ
ンパクトシティを目指す上での
課題、吉備線ＬＲＴ化の必要性、
運営主体、費用負担、運行計画
などを示した。
　ＬＲＴ化は重要性、緊急性の
高い事業と考えており、スピー
ド感を持って、27年度も引き
続き検討を進めていきたい。
大規模なスポーツイベント誘致
　　スポーツコミッションの取
り組みを積極的に進めては。
　　平成26年度からスポーツ
誘致推進室を設置し、オリンピ
ックの事前合宿を含め、スポー
ツイベントや合宿等の誘致など
の情報を収集している。
　現在、各種競技団体が本市で
大規模な大会を開催しやすくす
るために、市体育協会に加盟し
ている各種競技団体等と精力的
に意見交換を行っており、施設
の確保、補助制度、広報面での
支援等の相談やサポートにワン
ストップで対応できる仕組みづ
くりを目指している。

自由民主党岡山市議団・無所属の会

禁酒会館横に姿を現した西手櫓

用語解説 ※５　【スポーツコミッション】
スポーツ振興に、地方公共団体、民間企業、スポーツ団体等が連携・協働して取り組むこと。またその組織 女性管理職に向けたキャリア形成の支援や、男性職員の育児参加の促進、育ボスの養成など、女性が働きやすく輝いて活躍できる職場

づくりのために、平成27年度から岡山市役所が率先して進める取り組み

（注）市役所での取り組み　「隗より始めよ」　～女性が輝く職場づくり～

（注）

※５

にしてやぐら

かい
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農業や農村の有する多面的機能の維持、発揮を図るため
の地域の共同活動に係る支援を行い、地域資源の適切な
保全管理を推進する制度

※７　【多面的機能支払制度】用語解説

意欲ある農業者を支援
　　所得向上、経営安定化に向
けた取り組みは。
　　意欲ある農業者の販路拡大
を支援するため、平成26年度
にアグリフードＥＸＰＯの大阪
会場で出展ブースを確保した。
27年度は東京会場でも確保し
たい。また、商工業者との連携
を促進するため、農業者自らが
生産した地場産農産物をＰＲす
る「農業者と商工業者のマッチ
ング・イベント」を、27年度も
引き続き開催したい。
　さらに、就農初期段階の経営
安定化を図るため、国の青年就
農給付金を活用し、若年新規就
農者の確保に努めたい。
農地保全等の課題解決のために
も多面的機能支払制度の活用を
　　①制度の周知は十分だった
か。②採択スケジュールは。
　　①市民のひろばや市ホーム
ページで制度開始を知らせ、土
地改良区や町内会等に説明会を
28回開催した。②平成27年度
からの導入に向けて36地区が
本市へ事前登録している。27
年４月末までに活動計画書等を
本市へ提出し、本市が審査を行
った上で県に対して必要な手続
きを行い、６月末には新たな地
区が採択される予定。今後も28
年度以降の導入に向けて、要望
があれば制度活用後のイメージ
が可能となるような説明を行う
とともに、地域の準備作業等へ
の必要なサポートも行いたい。
ＣＬＴを積極的に利用
　　市有施設の新築や改修に、
利用を促進しては。
　　ＣＬＴは、現在は構造部材
としての建築関係基準が整備さ

合併検証の意向調査を実施
　　合併４町の住民に対し、新
市の一体性の確立と均衡的発展
についてアンケートを取っては。
　　合併は地域の将来のために
長期的な視点で行われたもので、
本来の効果が現れるまでには、
ある程度の期間が必要だと考え
られるが、新たな行政サービス
の提供や公共施設利用の選択肢
の増加など、短期間で効果が確
認できるものもある。
　今後、本市のさらなる発展と
一体性の確立を図っていくため
にも、これらのさまざまな事業
の検証を行うことは重要であり、
平成27年度に住民の視点に立
った意向調査を実施する予定。

東区役所跡地活用方針に
協議会の意見を反映
　　西大寺地域中心市街地活性
化協議会の意見は、今後どう生
かされるのか。また、活用方針
の策定時期は。
　　協議会の委員は西大寺の実
情に詳しく、西大寺を良いまち
にするという強い思いを共有し
ており、非常に熱心で幅広い活
発な議論を得ることができた。
　跡地活用方針や事業プロポー
ザル募集要項の策定は、文教・
子育て関連施設への活用、公募
売却などの協議会の意見を踏ま
えた上で、平成27年度に進め
ていく。その後、28年度に公

募を行い、年度内に事業者
を決定したい。
自主防災会交流会で
地域の防災力向上
　　平成26年度の防災対
策におけるソフト面の成果
と27年度の目標は。
　　市民向け防災説明会の
出前講座を27年１月末ま
でに125件開催するとともに、
防災まちづくり学校を実施して
防災リーダーの育成に努めてい
る。また、27年２月には、自主
防災会相互の情報共有と訓練等
の活性化を目的に自主防災会交
流会を開催した。
　本市ホームページに交流会の
様子を掲載するとともに、27
年度もこれらの事業などによ
り、地域での防災意識の向上
や自主防災会の新規結成、活
性化を促し、地域の防災力向
上につなげていきたい。
新たな交通手段として期待さ
れる超小型モビリティ
　　交通手段としての位置付

けは。岡山大学と協力して行う
実証実験の実施時期、内容は。
　　超小型モビリティは、乗用
車の２分の１から３分の１程度
の大きさの電気自動車で、１人
もしくは２人乗り。自転車や自
動車、公共交通機関を補完する
ものになると考えており、まち
なかで共有して活用すれば車の
総量抑制や道路空間の余裕を生
み出せる。
　岡山大学が平成27年３月に
５台購入し、学生や教員を対象
に実証実験を行う。本市は車両
メーカーから３台程度無償で借
用できるので、職員やＮＰＯ関
係者を対象に３月末から２カ月

程度実証実験を行って認知度を
高め、使用上の課題の把握等に
努めたい。

ふるさと納税が大幅アップ
　　実績や効果、今後の課題は。
　　平成26年度のふるさと納税
の寄附は、27年１月末で1,357
件、3,417万円余で、25年度
に比べ件数は約65倍、金額は
大口を除き約25倍となり、本
市の魅力を伝えることができた。
　27年度は、さらに多くの方
に本市特産品の素晴らしさを伝
えられるよう、夏から秋が旬の
果物などを加え、お礼の品目を
増やしていく。また、お礼を送
付する際に、移住定住や観光の
パンフレットを併せて送付し、
便利で暮らしやすい本市の魅力
を情報発信することで、足を運
んでもらうきっかけづくりなど
につなげていきたい。
ＨＥＭＳ（ヘムス）による
省エネ効果を広くＰＲ
　　太陽光発電を加速させるた
めの今後の普及策は。
　　本市では、平成21年度か
ら住宅用太陽光発電の設置補助
を行ってきたが、さらに27年
度からは「エネルギーを創って、
ためて、賢く使う」をキャッチ
フレーズに省エネ化を推進して
いくため、ＨＥＭＳの設置に上
限10万円の補助を考えている。
補助が太陽光発電やＨＥＭＳ対
応の省エネ家電導入の誘因とな
ることを期待している。

超小型モビリティ

Imagineeringの様子

旧東区役所

れていないが、平成28年度を
めどに国が整備するとしており、
使用可能になれば中高層の建築
物にも利用できると考えている。
　真庭市からも、積極的な活用
について協力を依頼されており、
国の基準が整備された場合は市
有建築物への利用に迅速に対応
できるよう、関係部局へ指示し
ている。今後もＣＬＴを含め、
県産木材の積極的な利用につい
て理解と普及に努めていきたい。
教員が子どもと向き合う時間を
確保するための新たな取り組み
　　学校業務アシスト事業、部
活動サポート事業の配置基準な
ど事業全体のイメージは。
　　学校業務アシスト事業で配
置する職員は、免許や資格の必
要はなく、地域住民や非常勤職
員などからの人選を想定してい
る。配置についての優先順位は
なく、学校規模によって配置時
間は異なるが、全小中学校に配
置する予定。
　部活動サポート事業の派遣人
数は延べ100人程度で、派遣回
数は原則として運動部で年間60
回程度、文化部で年間40回程
度までとしている。全体のバラ
ンスを考えながら、申請のあっ
た全ての学校の希望に沿えるよ
う、予算の範囲内で派遣したい。
彦崎貝塚の土地を買い取り
歴史を学ぶ魅力的な場へ
　　史跡等の保存を目的とした
土地購入の進捗状況とその後の
計画は。
　　縄文時代の遺跡として、西
日本屈指の内容を誇る彦崎貝塚
を次世代に伝えるため、平成
21年度から実施している公有
化は、26年度末に87％の面積

が完了する。既に解説板を立て、
草刈りを行い見学者の利便性に
配慮するとともに、地元で貝塚
に関連した歴史講座を行うなど
公開に努めている。
　公有化完了後は、生きた歴史
を学ぶための魅力的な場のあり
方を検討していきたい。
「Imagineering」を拡充し
（仮称）岡山国際現代芸術祭を
開催
　　芸術祭をにぎわいにつなげ
る仕組みづくりは。
　　歴史まちづくり回遊社会実
験として現代アートを展示した
「Imagineering」は、延べ11
万7,000人余りの来場者があり、
特に女性が60％、10～30歳代
が69％を占めた。また、市外
からの来場者は69％で、その
中でも関西方面17％、関東方
面10％と、これまでとは異な
る客層を集客し、現代アートが
まちの新たな魅力とにぎわいの
創出につながった。
　この成果を踏まえ、「Imagin
eering」を発展的に拡充し、
本市の継続的なにぎわい創出に
つなげていくため、官民連携の
組織を構築し、（仮称）岡山国際
現代芸術祭を定期的に開催する
ことを目指したい。また、既存
の芸術祭や音楽祭との関係も整
理し、人材育成や地域の発展に
寄与するものにする必要がある。

ひき板を並べた層を、板の方向が層ごとに直交するように重ねて
接着した大判パネル。高い断熱・遮音・耐火性を持ち、持続可能
な木質資源を利用していることで環境性能が高い

※８　【クロス・ラミネイティッド・ティンバー（ＣＬＴ）】
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用語解説 ※６　【アグリフードＥＸＰＯ】
国産にこだわり農と食をつなぐことをテーマに、魅力ある農産物づくり
に取り組んでいる農業者や、地元産品を扱う食品製造業者等に、広域的
な販路拡大の機会を提供する全国規模の国産農産物展示商談会

※２（４ページ）

※６

※７

イ マ ジ ニ ア リ ン グ

※８
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農業や農村の有する多面的機能の維持、発揮を図るため
の地域の共同活動に係る支援を行い、地域資源の適切な
保全管理を推進する制度

※７　【多面的機能支払制度】用語解説

意欲ある農業者を支援
　　所得向上、経営安定化に向
けた取り組みは。
　　意欲ある農業者の販路拡大
を支援するため、平成26年度
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27年度は東京会場でも確保し
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を促進するため、農業者自らが
生産した地場産農産物をＰＲす
る「農業者と商工業者のマッチ
ング・イベント」を、27年度も
引き続き開催したい。
　さらに、就農初期段階の経営
安定化を図るため、国の青年就
農給付金を活用し、若年新規就
農者の確保に努めたい。
農地保全等の課題解決のために
も多面的機能支払制度の活用を
　　①制度の周知は十分だった
か。②採択スケジュールは。
　　①市民のひろばや市ホーム
ページで制度開始を知らせ、土
地改良区や町内会等に説明会を
28回開催した。②平成27年度
からの導入に向けて36地区が
本市へ事前登録している。27
年４月末までに活動計画書等を
本市へ提出し、本市が審査を行
った上で県に対して必要な手続
きを行い、６月末には新たな地
区が採択される予定。今後も28
年度以降の導入に向けて、要望
があれば制度活用後のイメージ
が可能となるような説明を行う
とともに、地域の準備作業等へ
の必要なサポートも行いたい。
ＣＬＴを積極的に利用
　　市有施設の新築や改修に、
利用を促進しては。
　　ＣＬＴは、現在は構造部材
としての建築関係基準が整備さ

合併検証の意向調査を実施
　　合併４町の住民に対し、新
市の一体性の確立と均衡的発展
についてアンケートを取っては。
　　合併は地域の将来のために
長期的な視点で行われたもので、
本来の効果が現れるまでには、
ある程度の期間が必要だと考え
られるが、新たな行政サービス
の提供や公共施設利用の選択肢
の増加など、短期間で効果が確
認できるものもある。
　今後、本市のさらなる発展と
一体性の確立を図っていくため
にも、これらのさまざまな事業
の検証を行うことは重要であり、
平成27年度に住民の視点に立
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東区役所跡地活用方針に
協議会の意見を反映
　　西大寺地域中心市街地活性
化協議会の意見は、今後どう生
かされるのか。また、活用方針
の策定時期は。
　　協議会の委員は西大寺の実
情に詳しく、西大寺を良いまち
にするという強い思いを共有し
ており、非常に熱心で幅広い活
発な議論を得ることができた。
　跡地活用方針や事業プロポー
ザル募集要項の策定は、文教・
子育て関連施設への活用、公募
売却などの協議会の意見を踏ま
えた上で、平成27年度に進め
ていく。その後、28年度に公

募を行い、年度内に事業者
を決定したい。
自主防災会交流会で
地域の防災力向上
　　平成26年度の防災対
策におけるソフト面の成果
と27年度の目標は。
　　市民向け防災説明会の
出前講座を27年１月末ま
でに125件開催するとともに、
防災まちづくり学校を実施して
防災リーダーの育成に努めてい
る。また、27年２月には、自主
防災会相互の情報共有と訓練等
の活性化を目的に自主防災会交
流会を開催した。
　本市ホームページに交流会の
様子を掲載するとともに、27
年度もこれらの事業などによ
り、地域での防災意識の向上
や自主防災会の新規結成、活
性化を促し、地域の防災力向
上につなげていきたい。
新たな交通手段として期待さ
れる超小型モビリティ
　　交通手段としての位置付

けは。岡山大学と協力して行う
実証実験の実施時期、内容は。
　　超小型モビリティは、乗用
車の２分の１から３分の１程度
の大きさの電気自動車で、１人
もしくは２人乗り。自転車や自
動車、公共交通機関を補完する
ものになると考えており、まち
なかで共有して活用すれば車の
総量抑制や道路空間の余裕を生
み出せる。
　岡山大学が平成27年３月に
５台購入し、学生や教員を対象
に実証実験を行う。本市は車両
メーカーから３台程度無償で借
用できるので、職員やＮＰＯ関
係者を対象に３月末から２カ月

程度実証実験を行って認知度を
高め、使用上の課題の把握等に
努めたい。

ふるさと納税が大幅アップ
　　実績や効果、今後の課題は。
　　平成26年度のふるさと納税
の寄附は、27年１月末で1,357
件、3,417万円余で、25年度
に比べ件数は約65倍、金額は
大口を除き約25倍となり、本
市の魅力を伝えることができた。
　27年度は、さらに多くの方
に本市特産品の素晴らしさを伝
えられるよう、夏から秋が旬の
果物などを加え、お礼の品目を
増やしていく。また、お礼を送
付する際に、移住定住や観光の
パンフレットを併せて送付し、
便利で暮らしやすい本市の魅力
を情報発信することで、足を運
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ＨＥＭＳ（ヘムス）による
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　　太陽光発電を加速させるた
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を行ってきたが、さらに27年
度からは「エネルギーを創って、
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いくため、ＨＥＭＳの設置に上
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ることを期待している。

超小型モビリティ

Imagineeringの様子

旧東区役所

れていないが、平成28年度を
めどに国が整備するとしており、
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物にも利用できると考えている。
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草刈りを行い見学者の利便性に
配慮するとともに、地元で貝塚
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（仮称）岡山国際現代芸術祭を
開催
　　芸術祭をにぎわいにつなげ
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からの来場者は69％で、その
中でも関西方面17％、関東方
面10％と、これまでとは異な
る客層を集客し、現代アートが
まちの新たな魅力とにぎわいの
創出につながった。
　この成果を踏まえ、「Imagin
eering」を発展的に拡充し、
本市の継続的なにぎわい創出に
つなげていくため、官民連携の
組織を構築し、（仮称）岡山国際
現代芸術祭を定期的に開催する
ことを目指したい。また、既存
の芸術祭や音楽祭との関係も整
理し、人材育成や地域の発展に
寄与するものにする必要がある。

ひき板を並べた層を、板の方向が層ごとに直交するように重ねて
接着した大判パネル。高い断熱・遮音・耐火性を持ち、持続可能
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10 11

用語解説 ※６　【アグリフードＥＸＰＯ】
国産にこだわり農と食をつなぐことをテーマに、魅力ある農産物づくり
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